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要 旨 ： 橋梁上部 工
， 橋梁下部工 ， 中高層 RC 集合住宅お よび ボ ッ ク ス カ ル バ ー トの コ ン ク リ

ー トエ 事に お ける各種 の 不具合 ，
ま た は 施工 障害 に限定 し て

， それ らの 発 生確率 ， 発 生 要

因，対処方法，対処費用等に 関す る実態を ， 実務技術者を対象 と した ア ン ケー トに よ り調

査 し，コ ン ク リ
ー

ト施 工 に対する リス ク マ ネジ メ ン トシ ス テ ム 構築 の た めの 基礎資料 を収

集 ・整理す る とともに，ア ン ケ
ー

ト結果 に考察を加 えた 。 また ， 収 集 した基礎情報を用 い

て コ ン ク リ
ー

ト施工 の リス ク評 価を行 う手法 を提示 し，ア ン ケー トで 対象 と した各種構造

物 の 施工 プ ロ セ ス における リス ク 評価を試み た 。

キー
ワ
ー ド ： コ ン ク リ

ー
ト構造物 ， 施工 ， 不具合 ， リス ク評価 ， リス ク マ ネジメ ン ト

1．は じめ に

　 平成 16 年度で 活動 を終 え た 「コ ン ク リ
ー

ト

構造物の リス ク マ ネジ メ ン ト研究委員会」 で は，

ア ） リス クに 関す る研 究 の 現状調査 ， イ）構造

物 の 計画 ・設計 ・施工 ・維持管理 の すべ て の フ

ェ
ーズ にお け る リス ク の 洗 い 出し ， ウ）契約や

入 札の 方式 が相違す る場合の リス ク 要因 と対策

に 関す る考察，エ ）調査 ・設 計段階お よび 施工

段階にお ける リス ク とそ の 要 因 の 分析 ，オ ）構

造物 の 地震 と材料劣化に よる リス ク と リス ク 評

価 の枠組み の 検討な どを行い ，コ ン ク リー ト構

造物の 建 設 に係 わる
一

連の 過程 に リス ク マ ネ ジ

メ ン トの 概念 を適用 するた め の 大枠 に関する基

礎情報 を得た 。 また ， 可能な 項 目に つ い て はそ

の リス ク評価ま で を行 うケース ス タデ ィ
ーも実

施 し た
1 ）。

　 し か し，構造物 の 性能に 重大な影響 を及 ぼす

調査 ・設計段階お よび施 工 段 階の リス クに関 し

て は ， それ らの 要 因の フ t 一
ル トツ リ

ー
（FT）

は作成 した もの の ，特 に施工 時にお ける不具合

等の 発 生確率が 明らか で ない た め，リス ク マ ネ

ジメ ン トシ ス テ ム の 構築 と い う レ ベ ル には至 ら

なか っ た 。 また，施 工 時 の 不 具合等 の 発 生確率

は契約 ，入札，維 持 管理 の リス ク マ ネジメ ン ト

に も大 きな影響 を及 ぼす こ とが判明 した。

　 そ こ で ，本研究委員会で は，コ ン ク リ
ー

トの

施 工 時に お け る各種 の 不具 合や施工 障害等 の リ

ス ク要因に 限定 して ，それ らの 発生要因，発 生

確率 の ほか ， 事前お よび 事後の 対処 の 有無や費

用 な どに関す る実態 を調査 し，コ ン ク リー ト構

造物の リス ク マ ネジ メ ン トシ ス テ ム 構築の ため

の基礎資料を収集 ・ 整理 ・ 提供する こ とを主 目

的 に した調査研 究活動 を行 っ た 。 た だ し ， 不 具

合等 の 発 生確 率や 対処 費用等 は構 造物 の 種 類に

よ っ て も大き く相 違す る の で ，構造物 と して は

橋梁上部工 ， 橋梁下部工 ， 中高層 RC 集合住宅

お よびポ ッ ク ス カ ル バ ー
トを対象に した。また ，

得 られ た 基礎資料を使 っ て ，
コ ン ク リ

ー
ト施工

の リス ク評価の 手 法を提示す る とともに ， 対象

と した構 造物の 施工 リス ク の 評価を試みた 。 な

お ，不具合等の 実態調査は ， 豊富な実務経験 を

有す る技術者に対す る ア ン ケ
ー

トに よ り行 っ た。

　こ の 報告は ， 上記 した本委員会の調査研 究活
＊1筑波大学　大学院シ ス テ ム 情報工 学研究科　名誉教授　Ph．　D。工 博 （正会員）
＊ 2（株 ）大林組 　技術研 究所　副所長　工博 （正会員 ）
＊3 （株）テ ィ

ーネ ッ トジ ャ パ ン 　CS 事業本部　技師長　工博 （正会員）
M 東京大学　大学院工 学系研究科建築学専攻 　助 教授　工博 （正会員）
＊5 大成建 設 （株） 技術セ ン ター建築技術研 究所建 築技術 開発 部　博士 （工 学）
＊6 筑波大 学　大学 院 シ ス テ ム 情報 工 学研 究科　講師　工博 （正会員）
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表一 1　 研究委員会構成

委員長

副委員長

幹事長

幹　事

委 　員

事務局

山本 　泰彦 　筑波大学大学院

十河　茂幸　 （株）大林組

牛島 栄 （株）テ仁 ネットジ ャバ ン

庄司 学 筑波大学大学院

近松　竜一
　 （株）大林組

野 口　貴文 　東京 大学大学院

上 田　英明　 青木あすな ろ建設 （株）

加 藤　佳孝　 東京大学大学院

坂井 　吾郎　 鹿島建設 （株）

菅家　和 明　 戸 田建設 （株 ）

高橋　雄司　 （独）建築研究所

徳光 卓 （株）富 士 ピー
エ ス

中村　孝明　 （株）篠塚研 究所

宮本　文穂　 山 口 大学大学院

柳 田　 克巳　 鹿島建設 （株）

大野　一
昭

柿沢　忠弘　　 （株）竹 中工務店

中村　敏治　　大成建設 （株）

府川 徹 大成建設 （株）

太 田　達見　　清水建設 （株）

河野　広隆　　京都大学大学院

鮫島　貴裕　　筑波大学大学院

杉山 律 （株）間組

谷 口　秀明　　三井住友建設 （株）

富 田　正 浩　　西松建設 （株）

舟橋　政 司　　前 田建設 工 業 （株 〉

水谷　　守　　（株）モダ ンエ ンジ ニア1ング
　　　　　　 アンドデザイン

動の 成果 の 概要を紹介 し た もの で ある。

　本研 究委員会の 活動期間は 2005 年 4 月 か ら

2007 年 3 月まで の 2 年間で あ り ，
WG　1 （施工 リ

ス ク 発 生確率 の 調査 ， 主査 ： 野 口 貴文 ， 副査 ：

府川　徹），WG2 （施 工 リス ク対応，主査 ： 中村

敏 治，副査 ： 牛 島　栄），WG 　3 （施 工 リス ク評

価，主査 ：庄司　学，副査 ： 近松竜
一

）の 3 っ

の WG で の 検討 を中心 と して活動を行 っ た 。表

一 1 に研究委員会構成を示 す 。

2．研究委員会報告書の 構成

　研究委員会報告書 の 構成 は，全 6 章 と添付資

料か ら構成 され る予 定で ある。 1 章では ，本委

員会 の 目的を ， 本委員会に先立つ 「コ ン ク リ
ー

ト構造物 の リス クマ ネジ メ ン ト研 究委員会 」 の

成果 を踏ま え，本研 究委員会に 用い る用語 を整

理 し て述 べ る。 2 章で は ， 施 工 リス ク調査 の た

めの ア ン ケー
ト調査の 目的や 調査方法に関 して ，

どの よ うに施 工 リス ク と関速 して ，調査結果を

施工 リス ク発 生 確率 と して算定 させ るか を述べ

る 。 3 章で は ，ア ン ケー ト調査 結果 の 概要 に関

し て ，施工 リス ク要因 の 発 生確率や施工 リス ク

に よ っ て もた らされ る損 失額 に 関 し て 述べ る。

4 章で は ， 施 工 リス ク の 現 状 と施 工 リス ク の 評

価手 法に 関 し て ，施エ リス ク の 抽出方法やイ ベ

ン トツ リー分析 （ET） に つ い て 述 べ ，リス ク評

価手 法 な どを提案す る。 5 章で は ， 施 エ リス ク

の 対応方法に 関 し て
， 回避 ・低減 ，損害保険，

今後 の 課題 と して の 品確法や品質保証 など と合

わせ 施 工 リス ク の 幾っ か の 具体的事例 に関 して

述 べ る。 6 章で は，施工 リス ク 要因を施工 の プ

ロ セ ス か らフ t 一ル トツ リー （FT）を作成 し，

次に そ の FT か らイ ベ ン トツ リー （ET）を作成

して 発生確率 を把握す る プ ロ トタイ プ の 施 工 リ

ス ク評価シ ス テ ム を構築 し た 内容 を紹介す る。

添 付資料で は ，ア ン ケー ト調査結果 の 概 要を取

りま とめ て い る。ま た ，こ の 分野 にお け る今後

の 課題 な ども合わせて 記述す る。

　本研 究委員会 の 活動に よ り ，
コ ン ク リ

ー
ト施

工 に お け る様 々 な リス ク の 考え方 が整理 され ，

完成 品 とは言 えない まで も，前委員会か らの 課

題で あ っ た コ ン ク リ
ー

ト施 工 にお け る リス ク マ

ネジ メ ン トシ ス テ ム の 一応 の 形態を提示で きた。

また， コ ン ク リ
ー ト構造物 の 計画 ，設計，維持

管理 の 各段階にお け るリス ク マ ネ ジ メ ン トシ ス

テ ム 構築の た め の 最小限 の 基礎情報を得 る こ と

が で きた と思 われ る 。 なお ， 詳細は研 究委員会

報告書 を参照 され た い 。
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表一2　本研究委員会の報告 で 用い る用語の定義

リス ク ：　 将 来 にお け る不確 か な損 矢，あ るい は 不利益 とそ の 発 生 確 率 の 組合せ 。

漣 彑 ：　 コ ン ク リート構 造物の 性能 ・機能，周 辺 環 境，工 期 お よ び 労働 安全 等 の 観 点 か ら施 工 時 に考 慮 しな けれ ば な らな

い 項 目に関する経済損失 とその 発生率．あるい は発 生確率 との 組合せ。

　具体的に は，後述す る不 具合発 生 率fiと不 具合 対処 費用 Ciの 積，あ る い は 施工 障窘発生 率汚と施 工 障害対処 費用 C、で 定義

す る。さら に，後述す る不 具合未 然防止 串 搾 と事前対処 費用 C；の積，あ るい は 施工 障害未 然防止率 fitと事前対処費用 C’の

積も施工 リス クの 定義に含 め る。

趣 ：　 ア ン ケ
ー

ト回答 対 象構 造物 の 施 工に 従事 し た工 事 の 数。不 具合菟 生率，不 具合未 然防止 率の 算出 にお い て 母 数

（分母 ） とな る。

　　　　　　　　　 ア ン ケ
ー

ト回答対象構造物の 施工 に お い て，不具合を経験 した 工事の 数 。 不 具合発生 率の 算出にお い て 分

子 となる。

　 　　 　 　　 　　 　 　 ア ン ケ
ー

ト回答 対 象構 造 物 の 施 工 にお い て．事 前 に 対処 を行 っ た 結果 ，不 具 合 を未 然に 防止 す る こ とが

で きた 工 事 の 数。不 具合未然 防止 率の 算出 に お い て 分 子 とな る。

フ 　ール トツ リー分 　 ：　 起 こ り うる不 具合 ・施 工 障害 な どか ら出発 して，どの よ うな条件 が そ ろ っ た ら当 該不 具合 ・施 工瞳害

な どが起 こ り うるか と い う こ と を遡 っ て 考え て い く分析 方法 で あ る。本 報 告書 の ア ン ケ
ー

ト調 査 にお い て は，起 こ り うる不 具

合 ・施 工障 害 の 直 下 の ツ リ
ー

に位 置す る矼接 的な独 立 した要 因 を抽 出 し，そ の 発生 頻 度 を問 う方法 を採 用 して い る。

孅 ； 想 定 され る リス クに対 しr 保有、回 避，低滅，移転 の い ずれか ．あるい は 複数組合せ た 対策を施す行為。

YL2Si ：　 主と し て発 生確寧が 高い が 損害額 の 小 さい 領城，損害額 が 大 きい が 発 生確 率の 低い 領域に あ る リス クに 対 して な

され るy ス ク対応で ，結果 として生 じる損害額 を受容する。

墜 之亘避 ：　 発 生確 率 も損害額 も大 きく，想定 され る リス ク が 大 きく なる 場合の リ ス ク 対 応 で ，リ ス ク が発 生す る 行 為その も

の を止 め た り，全 く別 の 方法に 替 えて リス ク そ の もの を回 避する リス ク対応 で ある 。

盟 越 ：　 想定 され る リス クの 発生確 率，損害額，また は その 両方を低減す る対策を施す リス ク 対応。

盛 2整慧 ：　発生 確率は 小 さい もの の ，損害額 が非常に 大 きい 場合に な され る リス ク対応 で，保険 等 に よ D リス クの
一郎あ る

い は全部を移転する。

3，本研究委員会報告で用い る用語

　本研 究委員会 の 報告 で 用 い る用 語 の うち ， 代

表 的な も の の 定義を ま とめ て 表一2 に示 した 。

4．ア ン ケ
ー ト調査

4．1 ア ン ケ
ー

トの概要

　施 工 リ ス ク 要因 を把 握す る た め の ア ン ケー ト

調査 は，（社） 日本 土木 工 業協会，（社）建築業

協会 ， （社）プ レ ス ト レ ス トコ ン ク リ
ー ト建設

業協会お よび 47 都道府県建設業協会 の 4 協会

を通 じ て ，そ の 参画企業 352 社 （複数の 協会に

所属 して い る会社 も含まれ るため，数字は延 べ

数 ） に送 付 し ， 協力を依頼 した。 「現場 の 所長

経験者 ， あ る い は これ と同等 の 職責 と現 場経験

を有す る技術者」 1 名 の 回 答 を 1 件 と し て ，

（社） 日本土木工 業協会お よび （社）建築業協

会の 参画 企業に つ い て は 各社 5 件ず つ
， （社）

プ レ ス トレ ス トコ ン ク リ
ー

ト建 設業協会お よ び

47 都道府県建設業協会 の 参画企 業に つ い て は各

社 2 件ず つ の総計 920 件 の 回答を予定 して実施

し ， 回収件数 474 件 ， 回収率 51．5％で あ っ た 。

ア ン ケー トは， 各協会に対 して 平成 18 年 7 月

25 日付で送付 し， 約 1 ヶ 月 半後の 平成 18 年 9

月 8 日まで に回収がな され るよ うに依頼 した 。

　ア ンケー トは，施工 リス ク 要因 と して 検討 さ

れ た 22 項 目 （詳細は 4．2 で述 べ る）に関 して，

橋梁上部工 ， 橋梁下部工 ， 中高層 RC 集 合住宅

お よびボ ッ ク ス カル バ ー トの コ ン ク リー ト工 事

をお け る各種 の 不具 合または施工 障害に 限定 し

て ， 施工 リス ク の 評価 を行 う上 で 有用 な基礎デ

ータを得る こ と ， ア ン ケ ー ト回答者 の 負担にな

らない 形式で あるよ うに配慮 して作成 した。
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図一 1　 構造物別 に見た ア ン ケー ト回答件数 図一2　完工 高別に 見 たア ン ケ
ー

ト回答件数

4．　2 結果の概要

　 構造物 の種類 と企 業 の 完工 高に着 目し，ア ン

ケー ト結果をま と め た もの が 図
一 1 と図

一2 で

ある。ア ン ケ
ー

トの 対象と した 4 種 類の 構 造物

に対 し ， ボ ッ ク ス カ ル バ ー トの 回答件数が他の

構造物 よ りも若干少ない が，概ね 同程 度 の 回答

件数を得て い る。ま た ，企 業の 完 工 高に着 目す

れば，1000 億 円以上 と 500 億円未満 の 比 率が ほ

ぼ 一致 してお り，ア ン ケ
ー

トの 集計結果が 大規

模工 事や規模 の 大 きな建 設会社に偏 る こ となく，

コ ン ク リ
ー

ト工 事に携わ る業界やそ の 工 種 の 全

般 的な傾向を示 し て い る もの と考え られ る 。

5．施工 障害 ・不具 合の発生率 ・未然防止率

5．1 発生 し や す い 施 工 障害 ・
不具合

　構造物 の種類お よび 不具合事象 ご との 不具合

経験工 事数を図一 3 に示す。厂強度不 足 」，
「鉄

筋腐食」 お よび 「コ ン ク リ
ー

トの 凝結 異常］ と

い っ た 不具合は ， す べ て の構造物 を合わせ て も

10 件前後で あ るが ，
「配筋作業実行不能」，「か

ぶ り厚 さ不足 i，
「配 筋 の 誤 り」，

「ひ び割れ 亅，

「充て ん 不 良」，「漏水 」，「コ
ー

ル ドジ ョ イ ン

ト」 お よび 「仕 上げ不 良 」 と い っ た 不 具 合 は

150 件程度以 上 とか な り多い 結果が得 られた 。

　 　 指定工 法遮用不眤

　 　 配 筋 作桑実行不能

　 　 　 　 圧送不能

　 　 　 か ぶり厚さ不足

　 定着 長不足・継手不良

　 　 　 　 圧 撞部破断

　 　 　 　 配筋の誤 り

暮黜 聾認
の 引 渡 し後 ひび痢 れ

種　 　 潟度鑑 力ひび割れ
頬 　　　　　充 てん不 鼠

　 　 　 　 強度不足

　 　 　 　 　 　 ■ホ

　 　 　 　 鉄筋腐食

　 設計櫨 を超えるたわみ

　 　 コ
ー

ル ドジ ョ イント

　 　 　 　 不等沈下

　 　 　 　 出來彫 不 良

　 　 　 　 型枠の 磯壌

　 　 　 　 凝 結 異 常

　 　 　 　 仕上 げ 不 良

e 50
不異合経験工 事数

100　　　　　　 15e 200 25e

図一 3　不具合経験工 事数
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5．2 施工 障害 ・不具合の 発生原因

　紙面 の都合上，22 項 目の 施 工 障害 ・不具合の

す べ て につ い て そ の 発生原因 を示すこ とは難 し

い の で ，
こ こ で は ， 代表的な施工 障害 ・不具合

と し て 中高層 RC 集合住宅に お け る 「配筋 作業

実行 不能」 を例に と っ て ，そ の 発 生原因 を示す。

図
一4 に示す よ うに，「配筋作業実行 不 能」 と

い う施 工障害が 発 生 した原 因 と して ，
「配筋図

不良亅 が圧倒的に 多い 結果 とな っ た 。 こ れ は ，

構造 図と鉄筋加 工 図の 不
一

致な どに よ る もの と

考 え られ る。
一

般に 中高層 RC 集合住宅で は，

階数 を稼 ぐ意味で 梁背を抑える傾向が あ り，そ

の た め無理 な構造設計に なるこ とが多 く，水周

りの 段差部 にお ける鉄筋の 納ま りが十分 に検討

され て い な い な どが原 因 と して想定され る。
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5．3 未然防止率 と発生率との 関係

　事前対策を講 じて施工 障害 ・不 具合の 発 生 を

未 然に防止 した未 然防止 率 と事前対策 の 有無に

かか わ らず施 工障害 ・不具合に至 っ た不具 合発

生率 と の 関係 をグ ラ フ に 表す と，図一 5 に 示 す

（a）， （b），（o），（d）の 4 種類 に分類で きる。

（a）は ， 当該施 工 障害 ・不具合に対 して事前 対

処の 方法が ない ，ま たは事前対処が成功 して い

昏

鑿
嫁
陦

と

黼 止阜

　 （a）

誤
如
曜

未然 防止 車

　 （b）

ない こ とを示 して お り，今後当該施 工障害 ・不

具 合を未然に防止 で きる技術開発を行 う必 要が

あ る こ と ， また は別 の 方法 を採用 す る必要 が あ

る こ と を示 唆 し て い る 。 （b）は ， 当該 施 工 障

害 ・不 具合 に 対 し て は効果 的 な事前対 処 の 方法

が ある もの の ，事前対処 が なされて い な い 場合

が あ る こ とを示 してお り，当該施工 障害 ・不 具

合 の 発生 が予想 され る場合に は，効果的な事前

対処 を採用 す る必 要が あ る こ とを示 唆 して い る 。

（c ）は ， 当該施 工 障害 ・不 具合は重 要で な く，

か つ そ の 発 生 も稀で ある こ とを示 し て お り，通

常は無視 し て もよ い 施工 障害 ・不具合 で あるが，

状況に よ っ て は事前対処 を実施 する必 要が あ る

か もしれ ない こ とを示唆 して い る。 （d）は ， 当

該施工 障害 ・不 具合は事前対処 が必要 なもの と

して 認識 され ， 現在 ， 効果的 な事 前対処 が 実施

され て い る こ とを示 して お り， 現行 の 対応 を採

り続けれ ば よい とい うこ とを示唆 して い る。

　 こ こ で は紙面の 都合上 ，橋梁上 部工 にお け る

「引き渡 し前に 生 じた ひ び割れ」 を例に と っ て ，

図
一 6 に未然防止 率 と不具合発生率と の 関係 を

示す 。 橋 梁上部工 で は ， 未 然防止 率が 高く事前

対処 が有効 な場 合も存在す る が，ひ び割れ を未

然 防止 で きず 不具 合発 生率 が高 い 場合が 多く見
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図
一5　 不具合発生率 と未然防止率 との関係 の 4 つ の分類
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受け られ る。こ の こ とは ， 事 前対策に よ っ て 不

具合発生率を低減する こ とは 可能なの で，確実

に事前対策を実施す る こ と が 重要 で あ る こ とを

示唆 して い る 。

5．4 従事年数 ・完工 高の影響

　 コ ン ク リー
ト構造物にお い て施工 障害 ・不 具

合 の 発 生 を抑制で きるか ど うか は，工 事担当者

の 経験 （同じ種別の 工 事 に従事 した年数）や請

負企業の 技術 レ ベ ル （完 工高） に も依存する と

考 え られ る 。
こ こ で は

，
「か ぶ り厚 さ不 足 」 お

よび 「コ
ー

ル ドジ ョ イ ン ト」 を例 に と っ て ，施

工障害 ・不具 合 の 発 生率 に及 ぼす従事 年数お よ

び完工 高の 影響を図一7 お よび 図一 8 に 示す 。

従事年数が 10 年未満では，「かぶ り厚 さ不足 J

の 発 生率は O．　25　一・O．3 で あ るが
， 従事年数が 10

年 を超 え る と 0．16 程度に減少 して い る。
一

方，

未然防止率は 10 年以上 に な る と 0．1 未満か ら

約 0．15 に増え て お り，従事年数が増 える ほ ど

事前対処が実施 され る傾向が伺える。また，完

工 高 に 関わ らず ，「コ
ー

ル ドジ ョ イ ン ト亅 の 未

然防止 率は 0．1 以下 であるが ， 不具合発生率 は

完工 高 1000 億円以 上 の 企業が 高くなっ て い る 。

これは，完工 高の 大 きい 大企業は，大型 工 事 あ

る い は複雑な工 事を実施す る こ とが 多く ， そ の

結果 ，不具合発 生率が高 くなると考えられ る。
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5，5 損失額

　 （1）各不具合が損害額に及ぼす影響

　ア ン ケ ー
トか ら得 られ た 各 不 具合 ・施 工 障害

に対す る対 処 費用 （対 請負金額 匚％］） を，中

高層 RC 集合住宅 と橋梁上部工に つ い て，図
一

9 ，図一10 に示す。こ こ で 述べ る対処費用 とは

事前対処費用 （不具 合 の 発 生 を予測 して事前に

対応 した 時の 費用 ）， 不具 合対処 費用 （不 具合

が発 生 した後に対処 した費用）の 両方を含ん だ

費用 で あ る。
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図一10　橋梁上部工 の 対処費用

　中高層 RC 集合住宅 にお け る対処費用は ， 不

等沈下 （0．48％），指定工 法適用不能 （0．34％），鉄

筋加 工 精度不 足 （0．32％）の 順 で大 きい
。 集合住

宅 は 最近 で は 軟弱な地盤 に も建 設 され る事が 多

く ， 設計で対応 され て い なけれ ば，現場で の 対

処 費用はかな り大 きくな る と言える 。 指定 工法

適用不能に っ い て も同様の こ とが言え る。

　
一方 ， 橋 梁上 部工 で は ， 指定工 法適 用 不能

一34一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

（1．44％）が最も多く ， 次 い で 圧送不能 （0．51％），

不等沈下 （0．34％）で あ る。圧 送不 能の 対処 費用

が大 きくな っ た の は ， 中高層 RC 集合住宅に 比

べ コ ン ク リー ト量が非常に多 い こ とや配管長 さ

も 非 常 に 長 い こ と か ら，閉塞 し た 時の 被害が大

きい た め と考え られる。

　 こ こ では割愛 したが ，橋梁下部工 で は指定工

法適用 不能 （2．　96％），鉄筋腐食 （2．35％）が 多 く，

ボ ッ ク ス カ ル バ ー トで は配筋作業実行不能 と漏

水 （共に 0．74％）が多 く，そ れぞれ の構造の 特徴

が表れ て い る 。

　なお ， 土木構 造物 に比 べ ，中高層RC 集合住

宅の 対処費用の 値が 小 さ い の は ， 設備工事費や

内装 ・仕 上げ費が請負金額 に含まれ るため，コ

ン ク リー ト工 事 費 の 割合が小 さくな っ た た めで

あ る と考え られ る 。

　（2）対処時期が損害額に 及ぼす影響

　中高層 RC 集合住宅 と橋梁上部工 に っ い て ，

事前対処費用 と不具合対処費用を比 較 し て ，図

一11 お よび 図
一12 に示す 。
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　　　　および不具合対処費用
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図一12　橋梁上部工 の 事前対処 費用および

　　　　不具合対処費用

　 中高層 RC 集合住宅の 事前対処 費用は，大 半

の 不具合で不 具合対 処費用 と同等か ，それ以 下

とな っ て い る 。 事前 対処 を行 う こ とで施工 リス

クを改善で きる こ とを示唆 して い る 。 充て ん 不

足 は 不 具合対処 費用 に比 べ ．事前対 処費用が 5

倍近 くに もな っ て い る 。 図
一 9 に示す充て ん不

足 の 対処費用 が小 さい こ とか ら，事前対処 を行

うケー
ス は少なく，事後に対応 した方が得策で

あ る と判断 して い る の か もしれ な い e また ， 対

処費用が最 も大 きか っ た不 等沈下 の 事前対策費

用は 非常に少な く，事前対処す るケ ース が少 な

い か ，ある い は適切な事前対処 が で きて い な い

もの と考え られ る 。

　橋梁上部工 で は ， 事前対処費用 の 方が不具合

対 処 費用 を上 回 るケ
ー

ス が 半数程度ある。単純

に
， 事前対処 に よ っ て施工 リ ス ク を下げる こ と

が で き る と は言 い がた い
。 対処 費用が 2 番 目に

多か っ た圧送 不能 を見 る と ， 事前 対処 費用 と対

処 費用 が同程度の 値 とな っ て い る。これ は，不

具 合 が発生 して か ら対処 す る方が 安価 で あ るに

も関わ らず，圧送不能を生 じさせ な い よ うに対

処 し て い る こ と を示 し て お り，対処費用 の み で

なく別 の 判断が関わ っ て い る もの と考え られ る 。

こ の よ うな現 象は他の 土木構造物の 調査結果に

も見 られ ， 経済性 が 優先 され る民 間建物 （中高

層 RC 集合住宅もそ の 1 つ ） と違い ， 公 共 な構

造物 を対象とす る場 合の 特徹 と考え られ る 。

6．施工 リス ク評価

6．1 施工 リス ク評価手法の 枠組み

　図
一13 には ， 本研究委員会が提案す る施エ リ

ス ク評 価手法 の 枠組 み を示す。本提 案手 法の利

用者は ，施工 案件の 意思 決定に直接関わ る施 工

者を想定 し て い る 。 具体的 には ， 現場所長 を筆

頭 とす る コ ン ク リー ト工 事の施工 や品質管理 の

責任を担 う現場主任な どの 担当者で あ る 。

　施 工 リス ク評 価 の 目的 は ， 当該施 工 に関わ る

不具合 ・施 工 障 害の 発 生 を事前に防止 ・低 減す

る た め の 対策に 資す る判断材料を提 供す る こ と
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で ある 。 本提案手法は ， 図一13に示 すよ うに 5

つ の フ ェ
ーズで構成 される。

図
一13　施工 リス ク評価の提案手法の枠組み

　本提案手法の 適用に 際し て は ，第 1 に，当該

施工 に係わ る問題設定を行 い ，施 エ リス ク評価

の 対象を明確 にす る必要が ある 。 その 際には，

施工者 の 問題設 定 に応 じて，不 具合 ・施工 障害

’の 発生 に関す る頻度 ， あ る い は確 率を表 わす

指標 とそれ らの 損害 を表 わす指標 とをそ れぞれ

定義 し，「施工 リス ク 」 を適宜 定義す る必 要が

ある。 こ こ で は，施エ リス ク R
，を，1施 工者 （1

施 工 現場 ） 当た りの 不具合 ・施 工 障害 iの 平均

発生率 f， （以下 ， 不具合発生 率 ， な らび に施工

障害発 生率） とそれ らの 1 件当た りの重み付き

平均損害額 ζ　（以下 ， 不具合対処 費用 ，な らび

に施 工 障害対処費用 ） との 積 と して定義 し，不

具合 ・施 工 障害 iの 発生 か ら生 じる 1 施 工 者 当

た りの 平均費用 と解釈す る 。 さ らに ， 事前対処

に よ る不具合 ・施 工障害iの未然防止 率f” （以

下，不具合未然防止率，な らび に施工 障害未然

防止 率）とそれ らに係わ る事前対処 費用 の 重み

付き 平均値 可 （以 下，事前対処 費用） との 積を

施 工 リ ス ク R；の 定義 に 含 め る。 こ れは ，不具

合 ・施 工 障割 に 対す る事前対処 の 平均費用 を

意味す るが ，施工者 に と っ て事前対処 によ る経

済負担 も施工管理 の 枠組み の 中の 1 つ の 施工 リ

ス ク と解釈で きるた めで あ る。

　次に，当該施工 に係わる施工 条件を明確にす

る必 要が あ る 。
コ ン ク リ

ー
ト構造物の 種別 ，構

造部材の 部位，工 法 、 作業員 の 質 ， 施 工 時期 ，

環境条件，現 場周 辺 条件等 が重要 な施 工 条件 と

なる。さらに，こ の よ うな施 工条件の設 定と と

もに ，当該施工 にお い て考慮すべ き不具合 ・施

工 障 害を抽 出す る必 要が あ る。こ こ では ，先述

し た よ うに コ ン ク リ
ー

ト構 造物 の 性能 ・機能 に

係わ る 合計 22 の 不 具合 ・施 工 障害を取 り扱 っ

て い る。

　 こ の ような施工 リス ク評価 に 当た っ て の 問題

設 定を踏まえ ， 第 2 には，当該施工 に係わるす

べ て の 不具合 ・施 工 障 害を対象 と した施 工 リス

ク 分析を行 う。前述 し た合計 22 の 不具合 ・施

工 障害 の 発 生 が 1 施工 に お い て 独立 で あ る と仮

定 して ，それ らの 発 生をイ ベ ン トと見な し，そ

れ らの 波及 （propagation ），ある い は シ ーク エ

ン ス （sequence ） を Event　 Tree 解析 （以 下 ，

ETA）に よっ て 明 らか にする 。 各イ ベ ン トiの 分

岐 に は ，当該不具合 ・施 工 障 害 iの 発 生 ，当該

不具合 ・施 工 障害 iの 事前対処 に よ る未然防止

お よび 当該不 具合 ・施工 障害 iの未発 生 の 3 つ

の 分岐を想 定 し， 1 施 工現 場 に対 するそれ ら の

相対的な頻度 を各 々 の分岐の 分岐確率 と見なす 。

同時に ， 不具 合対処 費用 ， な らび に施工 障害対

処 費用 お よび 事前対処 費用 を各イ ベ ン トの 分岐

に 付随 させ ，合計 322通 り の イ ベ ン トシ
ー

ク エ

ン ス の 結果 と し て 得 られ るそれ らの 総和 （以下 ，

全 体損害額） とそ の 発 生確率と の 関係性 を明 ら

かにす る 。 こ の 関係性 を 図示 した 曲線は リス ク

カ
ーブと呼ばれ る 、

こ れ よ り，施工 リス ク評価

にお い て考慮す べ きす べ て の 不具合 ・施 工 障害

に係 わ る 全体損害額 の規模 とそ の 発 生確率 を施
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工 者に定量的 に示す こ とが で き， 1 件の 施 工案

件に対する損害全体 の 最大値や期待値等を知る

こ と が で きる。

　 ETA にお い て は各イ ベ ン Fi の 分 岐確率が 異

な っ た もの とな るが ，これ は 各イ ベ ン トiの 発

生 要因 となる施工 工 程 （作業）に原 因が あ る。

こ の よ うな観点か ら，第 3 に各イベ ン トiの 発

生 要 因 とな る施 工 − 程 を 明 らか にす るた め の

Fault　 Tree 解析 （以 下，　 FTA）を行 う。こ れ よ

り，不 具合 ・施 工 障害’の 発 生 に 影 響を及 ぼす

施工 工 程を明らかにす る こ とがで き， 効果 的な

事前対 策を施 工 工 程 の 絡みか ら具体的にイ メ
ー

ジす る こ とが可能 とな る 。

　 ETA や FTA よ り得 られ る情報は い ずれ も，先

述 し た ある特定の 施工 条件 に 対応 し た 情報 で あ

り，当該施工現場の 現状を示 し て い る。 し たが

っ て，施工 条件が異なれ ば ，
ETA にお ける各イ

ベ ン トiの 分岐確率，ならび にそれ に付随 した

費用は 変化 し，リス ク カ ーブ は変化 する。こ の

よ うな リス クカ
ーブ の 感 度 （sensitivity ＞ を

分析す る こ とで 施 工 リス クを低減するた め に必

要 とな る施工 条件を 明らか に す る こ とが で きる。

た とえ ば，D 別 の 工 法 の 選択，2）経験豊か な

作業員の 採用，3）施工 時期の 変 更，等の 代替

案の 中か ら施工 リス ク の 低減に最 も有効な事前

対 策を明 らかにす る こ とがで きる 。
こ の よ うな

施 工 リス ク を支 配す る パ ラ メータ に 対 す る感度

解析は ，後述す る リス ク 対応に 繋が る 重 要な 作

業で あ る。

　ま た ，FTA に よ っ て得 られ た情報 に基づ き ，

各 不具合 ・施 工障害の 発生を低減す る事前対策

の 実施 を想定 して ，ETA の イベ ン トの 分岐確率

を変化 させ
， リス ク カ ーブ の 変化 を分析す る こ

とがで きる 。
こ れ よ り ， 不 具合 ・施工 障害 の 発

生 要因 とな る施 工 工 程に対す る事 前対策 の 有効

性 や効率性を定量的に示す こ とが で きる。 これ

も前述 した所与 の 施 工条件に対 す る感度分析 と

同様 に ，リス ク カ ーブ に対す る感度分析 と 位置

づ ける こ とが で きる。

　以 上，本提案手法か ら得 られ る施 工 リス ク に

係わる情報を実際の 工事 などにおける施 工検討

会等 の 意思決定 の 局 面にお い て 活用 し， 効果的

な リス ク対応 を実施す る こ とが 可 能 と な る 。

6．2 施工 ■丿ス ク評価の事例

　 こ こ では ，紙 面 の 都 合上 ，中高層 RC 集合住

宅の 不具合 ・施工 障害に係わる施工 リス ク評価

事例を示す。

　図
一14 には，中高層 RC 集合住宅 の 不具合 ・

施工 障害に関す る施 エ リス ク R
，

（図中で は，施

工 リス ク と表 記）を示 す。な お ，施 工 リ ス ク

O．　5％ とは，請負金 額が 10 億 円 の 工 事にお い て ，

ある不具合 ・施工 障害の発生 か ら生 じる対処 に

500 万 円 （0．05 億円）の 平均費用が 発生する こ

とを意味す る 。

佳
上
げ

不
良

澱
紹
具
需

型
搾
の

破
壌

出
繋
聯
不
良

不
辱
沈
下

コ
ー
ル

ド
ジ
ョ

イ
ン
ト

融
計
倔
皆
趨
え

る
た

鹸
觸
廣
禽

覇
水

弧
慶
不
足

査
て

ん

不
艮

温
慶
応

力
ひ

び
爾
れ

弧
瞿
し

畿
の
ひ
び
翻」

引
袤
し

前
の
ひ
び
劉゚

鉄
衝
加
工

鶉
崖
不

良

祀
廣
の

誤
り

臣
擡
郁
鷺
断

寒
署
員
不
足
罐

手
不

か
8
り
厚
さ
不

足

圧
送
不
能

配
廣
俸

象
冥
行
不
縫

櫓
窟
工

法
遭
用
不
能

 

 

 

…

 

（冖
邑

属
姻
梶

竃
蔵）
“

K「PH
翼

図
一14

　 膜 　　　　れ れ 　　　 　　　 わ

RC集合住 宅の不具合 ・施 工 障 害に

関する施工 リス ク

　不具合 ・施工 障害に 関す る施工 リス ク R
，
は ，

高い 方か ら順 に，か ぶ り厚 さ不足 ，配筋の誤 り，

引渡 し前 の ひび割れ ， 鉄筋加 工精度不良，充て

ん 不良 となっ て い る。 これ らは いずれ も鉄筋工

事に関連する不 具合で あ り，鉄筋に起因 し た不

具 合が発 生 した場 合 には ， そ の 後 の 手 直 し （補

修）に多大な 費用 がか か る こ とを意味 して い る 。

すなわ ち，そ の 際に は コ ン ク リー トの は つ り，

鉄筋の 台直 し，ある い は新た な鉄筋 へ の盛換え，

断面修復等の 様 々 な作業を伴 うこ とが施工 リス

ク を高 くす る要 因にな る と考 え られ る 。

　図一15 に は ，中高層 RC 集合住宅の 不 具合 ・
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施 工 障害の 事前対処に関す る施工 リス ク Rl （図

中で は ， 同様に施工 リス クと表記）を示す 。 な

お ，施工 リス ク 0．5％ と は ，請負 金額が 10 億円

の 工 事にお い て ，ある不 具合 ・施 工 障害に係わ

る事 前対処 に 500 万円 （0．05 億円）の 平均費用

が発 生す る こ とを意味す る 。

竃
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　　難1韈羅轢 業饕饑 ll
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断 り

難驢
良

零弁
触

　　 te　te
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　図 一15　RC 集合 住宅 の 不具 合 ・施 工 障害の

　　　　 事前対処に 関する施エ リス ク

　不 具合 ・施 工障害の 事 前対処 に関す る施工 リ

ス ク R1は，高 い 順に ， 充 てん不 良 ， 引渡 し前 の

ひび 割れ，指定工 法適用不能，定着長不 足
・継

手不 足 ， か ぶ り厚 さ不足 ， 鉄筋加 工 精度不 良 と

な っ て お り ， それ らの 中で も充て ん 不 良 が約

O，023％と，他 に 比 べ て 高 くな っ て い る。換言

すれ ば，中高層 RC 集合住宅の施 工 に お い て ，

多く の 施工 現 場で充てん 不良が発 生 し な い よ う

に 事前 対処 に努め て い る こ とが うか が え る 。
こ

れ は ，
RC 集合住宅に は ，階段 手摺 り部や 壁開 口

部下等 の 充 てん不 良が発 生 しやす い 箇所 が多い

た め，経験的に これ らの 部位 の施 工 に何 らか の

事前対処 を施 した こ との 現 れ と推定 され る。図

一16 に は，中高層 RC 集合住宅の 不 具合 ・施 工

障害に関する全体損害額の リス クカ
ーブ を示す。

こ れ に よれ ば，全体損害額 0．7％ の 近 傍 に発生

確率 の ピー
ク が見 られ ， こ れ よ りも全体損害額

が高 くなる とそ の 発 生確率は漸減 し，全 体損害

額が約 2．2％ でほぼ 0 に収束 して い る。累積発

生確 率の 観点 か らは全体損 害額は約 2。2％ で ほ

ぼ 1．0 に収束す る。全体損害額が最大 となる の

は これ 以 降 の 4．35％で あ る が ，そ の 際 に は

3．40　×　IO
’21

と極め て低 い 発 生確率を示 す。また
，

全体損害額の期待値 は 請負金 額の 0．72％ とな る。

こ れ らの 数値は い ずれ も，RC 集合住宅 の 施 工 時

にお い てす べ て の 不具合 ・施工 障害を考慮 した

場合の施工 リス ク の 目安にす る こ とがで き る。
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（b）　 全体損害額の 累積発生確率の 関係

図一16　RC集合住宅の 不具合 ・施工 障害に

　　　　関する全体損害額 の リス クカーブ

7．施工 リス ク対応

7．1 リス ク対応の 一般的な考え方

　 リス ク に対 す る対応 と し て は ，
大 別 し て

，

「保有 1，「回避」，「低減」，「移転」 の 方法 が あ

る。 こ の 4 っ の 対応の 関係 を図一17に示 す。

　 こ の うち，「保 有」 は 特に対 策を講 じな い 場

合で あ り， これも 1 つ の 対応で あ る 。 なお ， こ

こ で言 う 「対策を講 じない ］ と は ，無関心 で い

る こ とを示 して い る の で は なく ， 特に 対 策を講
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損
失

発 生確率

図
一17　施工 ■丿ス クの領域 と対応の概念図

じな くて も発生す る損害 に対 し対応可能 で あ る

状態に あ る こ とを言 う （図 中，  の 領域）。本

章で 解説す る リス ク対応 は，最終的な対応が こ

の 「保有亅 となるべ く行 う対処方法である。

　 「低減 」 は予測 され る リス クが 図中  の領域，

すなわち予測 され る損失は 小 さい もの の ， 不具

合等の 発 生確 率が大きい 領城 にある場合の 対応

で ， 不具合等の 発生確率を小 さくする対策を講

じ て
，

「保 有」 で き る リス ク （図中  ） に移行

させ る対応で ある。コ ン ク リー ト工 事にお い て ，

事前に リス クを把握 し対 処する対策は，ほ とん

どの場合こ の 「低減 1 対応 と言える 。

　 「回避 j は予 測され る リス ク が図中  の領域，

すなわ ち不具合の 発 生確率 も損失 も大 きい 領域

に ある場合 の 対応で ，基本的に こ の 領域の 不具

合は回避すべ き内容の もの で ある。 コ ン ク リー

ト工事に於 け る不 具合は，ほ とん ど の場合 「回

避 1 に該 当しな い と考 え られ るが ， た とえ ばア

ン ケ
ー

ト調 査項 目の 「Q1 指定工 法適 用不能」

の 対処 と して 「丗 代替工 法に 変更 した 亅場合

な どが該 当す る e

　 「移転」 は予測 される リス クが 図中  の 領域 ，

すなわち発 生確率は小 さい もの の ，発 生 した場

合の 損失が大きい 場合の 対応で あ る 。 こ れ は ，

稀に しか発 生 しな い 不具合等に対 し対策費 を投

じて 対策をす る よ りも ，
こ の よ うな損 失 が 発生

し た 時に は ，第三 者に 損失 を肩 代わ り し て も ら

うもの で あ る。代表的な方 法 として ，損害保険

が考え られる。

　なお ，今後 自己責任が強 く求め られ る現在 の

社会情勢 を鑑 み る と，「回避」，「移転」 による

リス ク対応が 多 くな ると考え られ る 。
「低減 亅

で 行 われ る対策は ， 品質管理項 目とそ の 対 策に

重複 す る と こ ろ大 で あ り ， 本 論で は割 愛 し ，

「移 転1 に 関す る調 査結果を報告す る。

7．2 移転

　 リス ク移転 と して 行 われ る
一

般的 な手法 は保

険付保や銀行等か らの 借入金な ど で ある 。 こ こ

で は，リス ク移転にお い て 最 もよ く使用 され る

リス ク フ ァ イ ナ ン シ ン グ で あ る保険 に っ い て 述

べ る。

　建 設 工 事に関連す る保 険は ， 使用 され る時期

によ っ て 工 事中の保険 と工 事完成後の 保険に分

かれ ， さらに工事中の 保険は，建築工 事 を対象

とする 「建設 工 事保 険j， 土木 工事 を対象 とす

る 「土木工 事保険亅 に 大別 される。その ほ か ，

法律上 の 損害賠償責任を負担する こ とに よ っ て

被る請負業者の 損害を補償す る 「請 負業者賠償

責任保 険」，鋼構造物 を主体 とする組立 工事 を

対 象とす るも の や付帯工 事 （電気工 事 ， 衛生 工

事 ， 空翻 設備 な ど） の み を施 工す る 工事 を対象

とし た 「組立保険」 が ある。

　
一

方 ， 工 事 後 の 保 険 に つ い て は ，
「瑕疵担保

保 険 （蝦疵 担 保 保 証 ）亅，
「土 木 構 造物 保 険 」 ，

「生産 物賠償保 険 j 等が あ る 。
「瑕疫担 保 保

険」 に つ い て は，現状で は住宅に っ い て の 珱疵

保証 制度があ るほか ，

一部の 専門工 事業者 団体

に よる瑕疵保証制度が運営 されて い る 。 ま た ，

公 共工 事で は ，公 共 工 事履行保証証券 （履行 ボ

ン ド） の 特約 として 瑕 疵担保が付 され た もの が

商品化 されて い る。

　 これ らの 中で 工事 中の 主な保険で ある 「建設

工事保 険亅，
「土木 工事保 険」 につ い て ， 損害保

険会社 （9 社）の ホ ーム ペ ージお よび 損害保険 ，

再保険会社 へ の ヒ ア リ ン グ に よ っ て 保険対象範

囲 を調 査 し た結果 ， 下記項 目に該 当す る損害 ・

費用に つ い て は補て ん され な い こ とが わか っ た。

1）故意 ・重過失に よ る損害
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2 ）地震，風 ・雨等の漏入，寒気 ・氷等に よ る

損害

3 ）戦争 ・暴動等に よる損害

4 ） 目的 の 性 質，ま たは瑕疵等 の 損害

5）設計 ・施 工 ・製作 の 欠陥 の 除去費用

6） 湧水 の 止水 ・排水費用

　 上記項 目は 「損害が不測 （Unforeseeable ），

か つ 突発 的 （Accidental）な事故 に よる も の 」

で は ない と判断された もの で ， 本論で 対象 と し

て い る コ ン ク リ
ー ト工 事に お ける不具合に つ い

て は， 1 ）， 4 ）， 5 ）の 項 目に該 当し
， 保 険の

対象外 となる。

　本研 究委 員会報告で対象 とす る施工 リス クが

保険の 対象 となるため の 課題検討にお い て ，国

土交通省で まとめ られた 「瑕疵保証の あ り方に

関す る研 究会亅
2｝ を参考に した。こ れ に よ ると，

次 の 6 項 目を ，
コ ン ク リ

ー
ト構造物 の 施 工 リス

ク が 今後，保 険の 対象となるた め の 条件 ， あ る

い は保証業務が事業 として 成立す るた め の 条件

とみ な し て も良い と考え られる 。

1）発注者 と請負者の 片務的な甲 乙 関係 の 改善

2 ）工 事 目的物別 の 保証 対象 とす べ き瑕疵の 定

義や認定方法の 明確化

3 ）発 注者 ， 請負者 ， 保 証人 の 3 者が納得す る

紛争処理 の ス キーム の 準備

4 ）保証主体が リス ク算定をす るため に必要 と

な るデータ の 整 備

5 ）瑕疵保証制度を健全 に保 っ ため の 措置

6 ）保 証人 が 保有す る保 証枠や 再保 険 の 問題 の

解決

　特に ，
4 ） の 項 目に示す よ うに ，施エ リス ク

算定手法 の 確 立 と算定 の た め の デー
タ （発 生確

率 ， 損害額）の 更なる充実が 求め られ る と とも

に，保険業界 と の 密な情報交換が 必要 と考 え ら

れ る。

8．まとめ

　平成 16 年度で 活動 を終 えた ，
「コ ン ク リ

ー
ト

構造物 の リス ク マ ネジ メ ン ト研 究委員会」 （平

成 15・16 年度実施）で は ， コ ン ク リ
ー

ト構造

物 の調査 ・設計
・施工 ・維持の 段階にお ける リ

ス ク要因を洗い 出 して ， リス ク評価を行 う枠組

み を構築 し，益 々 重要 と なる リス ク マ ネジ メ ン

トの 概念を適用 する考え方を整理 した。

　本 研 究委員会で は こ の 成果を受け，施 工 時 の

各種要因に リス ク に 限定 し て ，そ の 発生 確率 に

つ い て 実務技術者 へ の ア ン ケ
ー トを実施 し て ，

施 工 リス ク の 発 生確率 を把 握評価 し ， 施エ リス

ク の 対応が実際に どの よ うに行われ て い るか に

関 し て も，実務技術者の 経験工 事内容や経験年

数，所属す る 組 織 の 規模 な どに 着 目 して ，ア ン

ケ
ー

ト結果 を整理 し，施工 リス ク に関す る傾向

を把 握 した 。 そ の 成果を基 に ， 施 工 リス ク評価

シ ス テ ム の プ ロ トタイ プ モ デ ル を提案 した 。

　 さらに，施 工 リス ク の対応策とし て ，保険制

度に関す る調査 ，
ISO 品質 マ ネ ジ メ ン ト制度 の

運用 の 課題 ， 公 共 工 事品質確保制度 と技術検査

の 現状 と課題 ，施 工 不具合 の い くっ か の 事例 な

ども合わせ て 記述 され る こ とにな っ て い る 。

　信頼性の 高い コ ン ク リー ト構造物を構築す る

た め に ，施工 段 階で 発 生す る 施 工 リス ク を理解

し，い か に 回避 ・低減す るか を実施す る こ と の

重要性 や強 い 職業倫理 観を併せ 持 っ 技術者 と し

て切磋琢磨す る こ とが極めて重要 であ る。

　本研究委員会の 報告書が施 工 リス ク の 評価検

討す る場合 の
一

助 となれ ば誠 に幸 い であ る。

　末筆 とな りま した が ， 本研 究委員会 の 活 動 に

献身的に 尽 力 し て 頂 い た 委 員各位 に厚 く感 謝 申

し上 げます。さら に ，本研 究委員会 の 成果の 根

幹 を形成す るア ン ケ
ー

トに積極的，か っ 真摯に

御協力 頂きま
1
した多 くの 協会，企業，建設技術

者の 方 々 に 心 よ り感謝 申し上 げます 。

参考文献

D （社） 日 本 コ ン ク リ
ー

トエ 学協会 ，「コ ン ク

　 リー ト構造物 の リス ク マ ネ ジメ ン ト研 究委

　 員 会報告書」 （2005年 9 月）

2） 国 土 交 通 省 総 合 政策 局 建 設 業 課 報 告 書

　 （2005 年 8 月）

一40一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


